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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　永久磁石電動機内の鎖交磁束量を測定する永久磁石電動機の鎖交磁束量測定方法であっ
て、
　永久磁石回転子が回転している状態から前記永久磁石電動機への電力供給の停止によっ
て前記永久磁石回転子をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時点における永久磁石
回転子の回転速度を取得するとともに該電力供給停止時点から電動機の誘起電圧を所定サ
ンプリング周期で測定する誘起電圧測定ステップと、
　測定された誘起電圧の時間変化を指数関数的減衰であるとしてその減衰量を決定する減
衰量決定ステップと、
　前記減衰量を有した減衰指数関数をもとに前記永久磁石回転子の前記回転速度の減速に
対応する時系列のサンプリング時点を補正した補正サンプリング時点を求め、さらに該補
正サンプリング時点における補正誘起電圧及び補正回転角度を算出する補正ステップと、
　前記補正誘起電圧の振幅値を算出する補正誘起電圧振幅値算出ステップと、
　前記補正誘起電圧の振幅値をフリーラン状態開始時の前記回転速度値で除算した値を前
記永久磁石電動機の鎖交磁束量として算出する鎖交磁束量算出ステップと、
　を含むことを特徴とする永久磁石電動機の鎖交磁束量測定方法。
【請求項２】
　永久磁石電動機内の鎖交磁束量を測定する永久磁石電動機の鎖交磁束量測定方法であっ
て、
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　永久磁石回転子が回転している状態から前記永久磁石電動機への電力供給の停止によっ
て前記永久磁石回転子をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時点における前記永久
磁石回転子の回転速度を取得するとともに該電力供給停止時点から電動機の誘起電圧を所
定サンプリング周期で測定する誘起電圧測定ステップと、
　測定された誘起電圧の時間変化を指数関数的減衰であるとしてその減衰量を決定する指
数部の減衰係数を変数とした減衰指数関数を乗算した三角関数に前記誘起電圧を乗算した
相関処理によって求められた相関値が最大となるときの最適減衰係数を決定する最適減衰
係数決定ステップと、
　前記最適減衰係数を有した最適減衰指数関数をもとに前記永久磁石回転子の回転速度の
減速に対応する時系列のサンプリング時点を補正した補正サンプリング時点を求め、さら
に該補正サンプリング時点における補正誘起電圧及び補正回転角度を算出する補正ステッ
プと、
　前記補正回転角度を変数とする基本波三角関数に前記補正誘起電圧を乗算した相関処理
によって求められた相関値をもとに基本波成分の補正誘起電圧振幅値を算出する補正誘起
電圧振幅値算出ステップと、
　前記補正誘起電圧振幅値をフリーラン状態開始時の回転速度で除算した値を前記永久磁
石電動機の鎖交磁束量として算出する鎖交磁束量算出ステップと、
　を含むことを特徴とする永久磁石電動機の鎖交磁束量測定方法。
【請求項３】
　前記最適減衰係数決定ステップ及び前記補正誘起電圧振幅値算出ステップでは、正弦波
を用いた相間値及び余弦波を用いた相間値に対する２乗和の平方根を用いることを特徴と
する請求項２に記載の永久磁石電動機の鎖交磁束量測定方法。
【請求項４】
　永久磁石電動機内の鎖交磁束量を測定する永久磁石電動機の鎖交磁束量測定プログラム
であって、
　制御部に、
　永久磁石回転子が回転している状態から前記永久磁石電動機への電力供給の停止によっ
て前記永久磁石回転子をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時点における永久磁石
回転子の回転速度を取得するとともに該電力供給停止時点から電動機の誘起電圧を所定サ
ンプリング周期で測定する誘起電圧測定ステップと、
　測定された誘起電圧の時間変化を指数関数的減衰であるとしてその減衰量を決定する減
衰量決定ステップと、
　前記減衰量を有した減衰指数関数をもとに前記永久磁石回転子の前記回転速度の減速に
対応する時系列のサンプリング時点を補正した補正サンプリング時点を求め、さらに該補
正サンプリング時点における補正誘起電圧及び補正回転角度を算出する補正ステップと、
　前記補正誘起電圧の振幅値を算出する補正誘起電圧振幅値算出ステップと、
　前記補正誘起電圧の振幅値をフリーラン状態開始時の前記回転速度値で除算した値を前
記永久磁石電動機の鎖交磁束量として算出する鎖交磁束量算出ステップと、
　を実行させることを特徴とする永久磁石電動機の鎖交磁束量測定プログラム。
【請求項５】
　永久磁石電動機内の鎖交磁束量を測定する永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置であっ
て、
　永久磁石回転子が回転している状態から前記永久磁石電動機への電力供給の停止によっ
て前記永久磁石回転子をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時点における永久磁石
回転子の回転速度を取得するとともに該電力供給停止時点から電動機の誘起電圧を所定サ
ンプリング周期で測定する誘起電圧測定部と、
　測定された誘起電圧の時間変化を指数関数的減衰であるとしてその減衰量を決定する減
衰量決定部と、
　前記減衰量を有した減衰指数関数をもとに前記永久磁石回転子の前記回転速度の減速に
対応する時系列のサンプリング時点を補正した補正サンプリング時点を求め、さらに該補
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正サンプリング時点における補正誘起電圧及び補正回転角度を算出する補正部と、
　前記補正誘起電圧の振幅値を算出する補正誘起電圧振幅値算出部と、
　前記補正誘起電圧の振幅値をフリーラン状態開始時の前記回転速度値で除算した値を前
記永久磁石電動機の鎖交磁束量として算出する鎖交磁束量算出部と、
　を備えたことを特徴とする永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、精度高く永久磁石電動機の鎖交磁束量を測定することができる永久磁石電動
機の鎖交磁束量測定方法、永久磁石電動機の鎖交磁束量測定プログラム、および永久磁石
電動機の鎖交磁束量測定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、永久磁石同期電動機を制御する場合、ｄ軸インダクタンス、ｑ軸インダクタ
ンス、巻線抵抗値、永久磁石電動機の鎖交磁束量などの電動機定数を用いて制御している
。これらの電動機定数の測定精度の高さは、電動機制御の精度を左右する。このため、例
えば、特許文献１には、ｄ軸インダクタンス、ｑ軸インダクタンスを測定する技術が記載
されている。
【０００３】
　ところで、電動機定数のうち、永久磁石電動機の鎖交磁束量は、誘起電圧を回転子の回
転速度で除算することによって得られる。したがって、鎖交磁束量を精度高く測定するた
めには、誘起電圧と回転子の回転速度とを精度高く測定する必要がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－０８６１２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の相間誘起電圧の測定には、電動機に通電せずに、電動機の回転子を外部から回転
させて、被測定電動機の端子電圧を観測する方法があるが、この方法では、回転子の回転
軸を直接回転させる外力を供給するための装置が必要である。また、コンプレッサ用の電
動機のように、回転子の回転軸が筐体外部に露出していない場合には、外力で回転子を回
転させることができない。
【０００６】
　なお、回転子の回転軸が筐体外部に露出していない場合、インバータで電動機を回転さ
せたのち、フリーラン状態として回転させ、惰性での回転中に相間誘起電圧を観測すると
、回転子が減速するので永久磁石電動機の鎖交磁束量を正確に測定することができない。
【０００７】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、惰性による回転子の回転であっても、
精度高く永久磁石電動機の鎖交磁束量を測定することができる永久磁石電動機の鎖交磁束
量測定方法、永久磁石電動機の鎖交磁束量測定プログラム、および永久磁石電動機の鎖交
磁束量測定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明にかかる永久磁石電動機の鎖交
磁束量測定方法は、永久磁石電動機内の鎖交磁束量を測定する永久磁石電動機の鎖交磁束
量測定方法であって、永久磁石回転子が回転している状態から前記永久磁石電動機への電
力供給の停止によって前記永久磁石回転子をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時
点における永久磁石回転子の回転速度を取得するとともに該電力供給停止時点から電動機
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の誘起電圧を所定サンプリング周期で測定する誘起電圧測定ステップと、測定された誘起
電圧の時間変化を指数関数的減衰であるとしてその減衰量を決定する減衰量決定ステップ
と、前記減衰量を有した減衰指数関数をもとに前記永久磁石回転子の前記回転速度の減速
に対応する時系列のサンプリング時点を補正した補正サンプリング時点を求め、さらに該
補正サンプリング時点における補正誘起電圧及び補正回転角度を算出する補正ステップと
、前記補正誘起電圧の振幅値を算出する補正誘起電圧振幅値算出ステップと、前記補正誘
起電圧の振幅値をフリーラン状態開始時の前記回転速度値で除算した値を前記永久磁石電
動機の鎖交磁束量として算出する鎖交磁束量算出ステップと、を含むことを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明にかかる永久磁石電動機の鎖交磁束量測定方法は、上記の発明において、
永久磁石電動機内の鎖交磁束量を測定する永久磁石電動機の鎖交磁束量測定方法であって
、永久磁石回転子が回転している状態から前記永久磁石電動機への電力供給の停止によっ
て前記永久磁石回転子をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時点における前記永久
磁石回転子の回転速度を取得するとともに該電力供給停止時点から電動機の誘起電圧を所
定サンプリング周期で測定する誘起電圧測定ステップと、測定された誘起電圧の時間変化
を指数関数的減衰であるとしてその減衰量を決定する指数部の減衰係数を変数とした減衰
指数関数を乗算した三角関数に前記誘起電圧を乗算した相関処理によって求められた相関
値が最大となるときの最適減衰係数を決定する最適減衰係数決定ステップと、前記最適減
衰係数を有した最適減衰指数関数をもとに前記永久磁石回転子の回転速度の減速に対応す
る時系列のサンプリング時点を補正した補正サンプリング時点を求め、さらに該補正サン
プリング時点における補正誘起電圧及び補正回転角度を算出する補正ステップと、前記補
正回転角度を変数とする基本波三角関数に前記補正誘起電圧を乗算した相関処理によって
求められた相関値をもとに基本波成分の補正誘起電圧振幅値を算出する補正誘起電圧振幅
値算出ステップと、前記補正誘起電圧振幅値をフリーラン状態開始時の回転速度で除算し
た値を前記永久磁石電動機の鎖交磁束量として算出する鎖交磁束量算出ステップと、を含
むことを特徴とする。
【００１０】
　また、本発明にかかる永久磁石電動機の鎖交磁束量測定方法は、上記の発明において、
前記最適減衰係数決定ステップ及び前記補正誘起電圧振幅値算出ステップでは、正弦波を
用いた相間値及び余弦波を用いた相間値に対する２乗和の平方根を用いることを特徴とす
る。
【００１１】
　また、本発明にかかる永久磁石電動機の鎖交磁束量測定プログラムは、永久磁石電動機
内の鎖交磁束量を測定する永久磁石電動機の鎖交磁束量測定プログラムであって、制御部
に、永久磁石回転子が回転している状態から前記永久磁石電動機への電力供給の停止によ
って前記永久磁石回転子をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時点における永久磁
石回転子の回転速度を取得するとともに該電力供給停止時点から電動機の誘起電圧を所定
サンプリング周期で測定する誘起電圧測定ステップと、測定された誘起電圧の時間変化を
指数関数的減衰であるとしてその減衰量を決定する減衰量決定ステップと、前記減衰量を
有した減衰指数関数をもとに前記永久磁石回転子の前記回転速度の減速に対応する時系列
のサンプリング時点を補正した補正サンプリング時点を求め、さらに該補正サンプリング
時点における補正誘起電圧及び補正回転角度を算出する補正ステップと、前記補正誘起電
圧の振幅値を算出する補正誘起電圧振幅値算出ステップと、前記補正誘起電圧の振幅値を
フリーラン状態開始時の前記回転速度値で除算した値を前記永久磁石電動機の鎖交磁束量
として算出する鎖交磁束量算出ステップと、を実行させることを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明にかかる永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置は、永久磁石電動機内の鎖
交磁束量を測定する永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置であって、永久磁石回転子が回
転している状態から前記永久磁石電動機への電力供給の停止によって前記永久磁石回転子
をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時点における永久磁石回転子の回転速度を取
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得するとともに該電力供給停止時点から電動機の誘起電圧を所定サンプリング周期で測定
する誘起電圧測定部と、測定された誘起電圧の時間変化を指数関数的減衰であるとしてそ
の減衰量を決定する減衰量決定部と、前記減衰量を有した減衰指数関数をもとに前記永久
磁石回転子の前記回転速度の減速に対応する時系列のサンプリング時点を補正した補正サ
ンプリング時点を求め、さらに該補正サンプリング時点における補正誘起電圧及び補正回
転角度を算出する補正部と、前記補正誘起電圧の振幅値を算出する補正誘起電圧振幅値算
出部と、前記補正誘起電圧の振幅値をフリーラン状態開始時の前記回転速度値で除算した
値を前記永久磁石電動機の鎖交磁束量として算出する鎖交磁束量算出部と、を備えたこと
を特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、永久磁石回転子が回転している状態から永久磁石電動機への電力供給
の停止によって前記永久磁石回転子をフリーラン状態に移行させる電力供給停止時点にお
ける永久磁石回転子の回転速度を取得するとともに該電力供給停止時点から電動機の誘起
電圧を所定サンプリング周期で測定し、測定された誘起電圧の時間変化を指数関数的減衰
であるとしてその減衰量を決定し、前記減衰量を有した減衰指数関数をもとに前記永久磁
石回転子の前記回転速度の減速に対応する時系列のサンプリング時点を補正した補正サン
プリング時点を求め、さらに該補正サンプリング時点における補正誘起電圧及び補正回転
角度を算出し、前記補正誘起電圧の振幅値を算出し、前記補正誘起電圧の振幅値をフリー
ラン状態開始時の前記回転速度値で除算した値を前記永久磁石電動機の鎖交磁束量として
算出するようにしている。これによって、回転子が惰性で回転し、摩擦や回転負荷による
影響で減速していく場合であっても、精度高く永久磁石電動機の鎖交磁束量を測定するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】図１は、本発明の実施の形態である永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置を含む
構成を示すブロック図である。
【図２】図２は、図１に示した電動機内における永久磁石回転子と各相コイルとの位置関
係を示す模式図である。
【図３】図３は、永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置内の相間誘起電圧測定部が測定し
た相間誘起電圧の時間波形の一例を示す図である。
【図４】図４は、減衰指数関数と、正弦減衰関数及び余弦減衰関数との関係を示す図であ
る。
【図５】図５は、減衰指数関数の減衰係数を変化させた場合における全体相関値の大きさ
の変化の一例を示す図である。
【図６】図６は、補正相間誘起電圧と、全体相関値の大きさと位相を有した基本波の三角
関数との関係を示す図である。
【図７】図７は、永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置による永久磁石電動機の鎖交磁束
量測定処理手順を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、添付図面を参照してこの発明を実施するための形態について説明する。
【００１６】
（全体構成）
　図１は、本発明の実施の形態である永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置１０（以下、
鎖交磁束量測定装置１０という）を含む構成を示すブロック図である。図１において、鎖
交磁束量測定装置１０は、電動機制御装置１によって駆動制御される永久磁石電動機ＭＯ
（以下、電動機ＭＯという）内の鎖交磁束量を測定する。
【００１７】
（永久磁石電動機）
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　図２に示すように、永久磁石電動機ＭＯは、Ｕ相、Ｖ相、Ｗ相の各相の巻線がそれぞれ
巻回されたＵ相コイル３１、Ｖ相コイル３２、Ｗ相コイル３３を有し、各相コイル３１～
３３の巻線に交流電圧が印加されることによって永久磁石回転子（以下、回転子という）
３０が回転する永久磁石同期電動機である。好ましくは、永久磁石埋め込み型電動機であ
る。駆動部３は、電気角で１２０°ずつ位相がずれた交流電圧を各相コイル３１～３３に
供給して回転子３０を駆動する。
【００１８】
（電動機制御装置）
　図１に示すように、電動機制御装置１は、非干渉化制御部６を含む電圧指令生成部２、
駆動部３、電流検出部４、及び位相／角速度検出部５を有する。電流検出部４は、少なく
とも２相の電流の振幅を検出する。例えば、電流検出部４は、Ｕ相の電流ｉuの振幅を検
出する電流センサ４１と、Ｖ相の電流ｉvの振幅を検出する電流センサ４２とを有する。
【００１９】
　位相／角速度検出部５は、電流ｉuと電流ｉvとからＷ相の電流ｉwを算出し、この電流
ｉwと、検出された電流ｉu及び電流ｉvとから得られる固定座標系（ＵＶＷ座標系）の電
流ベクトル（ｉu，ｉv，ｉw）を回転座標系（ｄｑ座標系）の電流ベクトル（Ｉd，Ｉq）
に変換する。そして、位相／角速度検出部５は、電流Ｉd、電流Ｉq、回転子３０の電気角
θe（ｒａｄ）、機械角角速度ωm（ｒａｄ／ｓ）を電圧指令生成部２に出力する。なお、
電気角θeは駆動部３に出力され、電気角角速度ωeは鎖交磁束量測定装置１０に出力され
る。なお、機械角角速度ωmは電気角角速度ωeを電動機ＭＯの極対数Ｐnで除算すること
によって得られ、この際に得られた電気角角速度ωeが鎖交磁束量測定装置１０に出力さ
れる。位相／角速度検出部５は、鎖交磁束量測定装置１０に電気角角速度ωeでなく機械
角角速度ωmを出力するようにしてもよい。この場合、鎖交磁束量測定装置１０は、入力
された機械角角速度ωmに極対数Ｐnを乗算することによって電気角角速度ωeを得ること
ができる。なお、極対数Ｐnは、定数として予め図示しない記憶部に保持される。ちなみ
に、本実施の形態では永久磁石電動機ＭＯの制御を、いわゆるベクトル制御で行うが、本
発明はこれに限られない。すなわち、以下でも説明するように、回転子３０を所定回転数
で回転させた状態からフリーラン状態に移行することができれば、どのような制御を用い
ても良い。
【００２０】
　電圧指令生成部２は、上位の図示しない外部コントローラから、ｄ軸電流指令値Ｉdo*
、及び機械角角速度指令ωm*を受け、入力された電流Ｉd、電流Ｉq、電気角θe、機械角
角速度ωm、及び機械角角速度指令ωm*に応じて、ｄ軸電圧指令値Ｖd*及びｑ軸電圧指令
値Ｖq*を生成し、駆動部３に出力する。なお、ｄ軸電圧指令値Ｖd*及びｑ軸電圧指令値Ｖ
q*は、位相／角速度検出部５にも出力され、位相／角速度検出部５は、ｄ軸電圧指令値Ｖ
d*及びｑ軸電圧指令値Ｖq*、及び、電流Ｉd及び電流Ｉqをもとに、回転子３０の実際の位
置と算出した位置とのずれである軸誤差Δθを求め、この軸誤差Δθをもとに、上述した
電気角角速度ωeを算出する。位相／角速度検出部５は、電気角角速度ωeを極対数Ｐnで
除算した機械角角速度ωmを出力し、電気角角速度ωeを積分した電気角θeを出力する。
【００２１】
　非干渉化制御部６は、ｄ軸電圧指令値Ｖd*とｑ軸電圧指令値Ｖq*との干渉化を防ぐため
、電気角角速度ωe、電流Ｉd、電流Ｉqをもとに、ｄ軸電圧指令値Ｖd*とｑ軸電圧指令値
Ｖq*との各補正値を出力する。この非干渉化制御部６は、予め求められた電動機ＭＯの電
動機定数である、ｄ軸インダクタンス、ｑ軸インダクタンス、巻線抵抗値、電動機ＭＯの
鎖交磁束量などを用いて電動機ＭＯの駆動電圧を補正する。上述した鎖交磁束量測定装置
１０は、電動機ＭＯの鎖交磁束量を予め測定するための装置である。なお、鎖交磁束量の
測定時には、非干渉化測定部６に適当な磁束値で代用して、電動機ＭＯを駆動する。また
、鎖交磁束測定装置１０は、電動機ＭＯの鎖交磁束量を測定するときのみに電動機制御装
置１に接続されることが好ましい。
【００２２】
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　駆動部３は、電圧指令生成部２から入力されたｄ軸電圧指令値Ｖd*及びｑ軸電圧指令値
Ｖq*、及び、位相／角速度検出部５から入力された電気角θeをもとに、３相のＵ相電圧
指令値Ｖu*、Ｖ相電圧指令値Ｖv*、Ｗ相電圧指令値Ｖw*を生成する。駆動部３は、生成さ
れたＵ相電圧指令値Ｖu*、Ｖ相電圧指令値Ｖv*、Ｗ相電圧指令値Ｖw*をもとに、外部から
入力された外部直流電圧Ｖdcを３相の交流電圧であるＵ相電圧、Ｖ相電圧、Ｗ相電圧に変
換し、電動機ＭＯの各相コイル３１～３３に供給する。
【００２３】
（鎖交磁束量測定装置の構成）
　図１に示すように、鎖交磁束量測定装置１０には、電動機制御装置１から、電気角角速
度ωe、電力供給の停止信号ＳＧが入力され、電圧検出部２０から、電圧検出センサ２１
によって検出されたＵ相電圧Ｖu、及び電圧検出センサ２２によって検出されたＶ相電圧
Ｖvが入力される。
【００２４】
　鎖交磁束量測定装置１０は、制御部ＣＴ、入出力部１６、及び記憶部１７を有する。ま
た、制御部ＣＴは、誘起電圧測定部１１、減衰量決定部１２、補正部１３、補正誘起電圧
振幅値算出部１４、及び鎖交磁束量算出部１５を有する。
【００２５】
　なお、Ｕ相コイル３１、Ｖ相コイル３２、Ｗ相コイル３３の各相間（電動機端子間）の
相間誘起電圧は、電動機ＭＯの鎖交磁束量（各相のコイルと鎖交する磁束量）の時間変化
であり、電動機ＭＯの鎖交磁束量と回転子３０の角速度との積である。したがって、式（
１）に示すように、電動機ＭＯの鎖交磁束量Ψeは、誘起電圧の振幅値Ｅuvを電気角角速
度ωeで除算した値として求めることができる。ここで、鎖交磁束量Ψeは、電気角角速度
における鎖交磁束量である。
　Ψe＝Ｅuv／ωe　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（１）
ただし、電動機制御装置１による制御は、回転座標系（ｄｑ座標系）を用いた制御を行い
、この回転座標系では、鎖交磁束量Ψeの実効値（Ψe／２＾（１／２））である鎖交磁束
実効量Ψreが用いられる。この鎖交磁束実効量Ψreは、相間波高値電圧Ｅuvを相間電圧実
効値Ｅruvとすることによって得られる。すなわち、鎖交磁束実効量Ψreは、式（２）に
よって得られる。
　Ψre＝Ｅruv／ωe　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（２）
【００２６】
　まず、誘起電圧測定部１１は、電動機ＭＯ内の回転子３０が一定回転数Ｎで回転してい
る状態から電動機ＭＯへの電力供給を停止して回転子３０をフリーラン状態に移行させる
電力供給停止信号ＳＧの受信時点の電気角角速度ωeを取得するとともに、電力供給停止
信号ＳＧの受信時点から電動機端子（コイル３１～３３）間の相間誘起電圧、例えばＵ相
コイル３１とＶ相コイル３２との間の相間誘起電圧Ｖuvを所定サンプリング周期Ｔsで測
定する。
【００２７】
　フリーラン状態は、駆動部３から電流を電動機ＭＯ側に供給せずに電動機制御装置１側
をハイインピーダンス状態にし、惰性で回転子３０を回転させる状態である。したがって
、回転子３０は、フリーラン状態では、摩擦や負荷による影響で減速する。
【００２８】
　また、相間誘起電圧Ｖuvは、電圧検出センサ２１が検出したＵ相電圧Ｖuから電圧検出
センサ２２が検出したＶ相電圧Ｖvを減算することによって得られる。なお、相間誘起電
圧Ｖuvに替えて、相間誘起電圧Ｖvw、Ｖwuであってもよい。
【００２９】
　相間誘起電圧Ｖuvのサンプリングは、鎖交磁束量測定装置１０に対してサンプリング数
ｍと、測定したい周期数Ｃとを指示することによってサンプリング周期Ｔsを可変できる
。このサンプリング周期Ｔsは、次式（３）によって得られる。
　Ｔs＝（Ｐn×Ｃ）／Ｎ×（１／ｍ）　　　　　　　　　　　　　　　　…（３）
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した周期数Ｃより少ない周期のデータとなる。
【００３０】
　図３は、誘起電圧測定部１１が測定した相間誘起電圧Ｖuvの時間波形を示す図である。
図３の●で示すプロットは、サンプリング時点での相間誘起電圧Ｖuvであり、実線は、各
プロットを直線補間した値である。サンプリング数は、全部でｍ個である。ｔ（ｎ）は、
ｎ番目のサンプリング時点を示している。図３に示すように、相間誘起電圧Ｖuvは、フリ
ーラン状態になった時点ｔ（０）から摩擦と負荷とによって減速し、波高値も減少してい
る。
【００３１】
　減衰量決定部１２は、測定された相間誘起電圧Ｖuvの時間変化を指数関数的減衰である
として、その減衰量を決める減衰係数αを変数とした減衰指数関数η（ｎ）を乗算した三
角関数に、相間誘起電圧Ｖuv（ｎ）を乗算した相関処理によって求められた相関値が最大
となるときの最適減衰係数αmaxを決定する。
【００３２】
　まず、減衰量決定部１２は、減衰指数関数η（ｎ）を、時間に対する正規化減衰関数と
し、指数関数の減衰量を決める変数として指数部の減衰係数αを用いて次式（４）として
定義する。
　η（ｎ）＝ｅｘｐ｛－α×ｔ（ｎ）｝　　　　　　　　　　　　　　　　…（４）
なお、上述したように、ｎは、０～ｍ－１である。
【００３３】
　また、各サンプリング時点ｎにおける電気角角速度ωe（ｎ）は、フリーラン状態開始
時ｔ（０）における電気角角速度ωe（０）に対して、減衰指数関数η（ｎ）に対応して
次式（５）に示すように減衰するものとして電気角角速度ωeη（ｎ）を定義する。
　ωeη（ｎ）＝η（ｎ）×ωe（０）　　　　　　　　　　　　　　　　　…（５）
【００３４】
　電気角角速度ωeη（ｎ）にサンプリング間隔時間（ｔ（ｎ）－ｔ（ｎ－１））を乗算
してサンプリング間隔時間（ｔ（ｎ）－ｔ（ｎ－１））における電気角差Δθ（ｎ）は、
次式（６）のようになる。また、各サンプリング時点ｔ（ｎ）における永久磁石回転子３
０の回転角度θ（ｎ）は、次式（７）で表せる。ここで、回転角度θ（ｎ）は電気角であ
る。
　Δθ（ｎ）＝｛ｔ（ｎ）－ｔ（ｎ－１）｝×ωeη（ｎ）　　　　　　　　…（６）
　θ（ｎ）＝θ（ｎ－１）＋Δθ（ｎ）　　　　　　　　　　　　　　　　 …（７）
【００３５】
　そして次式（８）、（９）に示すように、式（７）の回転角度θ（ｎ）を用いて、減衰
指数関数η（ｎ）が乗算された三角関数の正弦成分である正弦減衰関数Ｓη（ｎ）と余弦
成分である余弦減衰関数Ｃη（ｎ）とを生成する。
　Ｓη（ｎ）＝η（ｎ）×sin｛θ（ｎ）｝　［０≦θ（ｎ）≦２ｋπ］
　Ｓη（ｎ）＝０　　　　　　　　　　　　 ［θ（ｎ）＞２ｋπ］　　　　…（８）
　Ｃη（ｎ）＝η（ｎ）×cos｛θ（ｎ）｝　［０≦θ（ｎ）≦２ｋπ］
　Ｃη（ｎ）＝０　　　　　　　　　　　　 ［θ（ｎ）＞２ｋπ］　　　　…（９）
ただし、ｋは、電気角周期数であり、サンプリング数ｍを超えない周期数である。なお、
図４は、減衰指数関数η（ｎ）と、生成された正弦減衰関数Ｓη（ｎ）及び余弦減衰関数
Ｃη（ｎ）との関係を示す図である。
【００３６】
　さらに、式（１０）、（１１）に示すように、計測された相関誘起電圧Ｖuv（ｎ）と正
弦減衰関数Ｓη（ｎ）との相関処理、及び相関誘起電圧Ｖuvと余弦減衰関数Ｃη（ｎ）と
の相関処理を行って、それぞれの相関値Ｅsin，Ｅcosを求める。
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【数１】

【数２】

【００３７】
　ここで、一般に関数と関数とを乗算した相関処理の値は、２つの関数の類似度を示す。
例えば、２つの関数の乗算値が大きければ、２つの関数は似ており、２つの関数の乗算値
が小さければ、２つの関数は、あまり似ていないことになる。特に、２つの関数の乗算値
が０の場合は、直交関係であり、無関係であると言える。
【００３８】
　そして、相間誘起電圧Ｖuv（ｎ）と正弦減衰関数Ｓη（ｎ）との相関値Ｅsinと、相間
誘起電圧Ｖuv（ｎ）と余弦減衰関数Ｃη（ｎ）との相関値Ｅcosとを用いた次式（１２）
、（１３）によって、全体相関値Ｅuvの大きさ｜Ｅuv｜と位相φとがそれぞれ求められる
。全体相関値Ｅuvの大きさ｜Ｅuv｜（振幅）及び位相φは、相間する三角関数の振幅｜Ｅ
uv｜と位相φを意味する。全体相関値Ｅuvの大きさ｜Ｅuv｜は、相関値Ｅsinと相関値Ｅc
osとの２乗和の平方根の値である。
【数３】

【数４】

【００３９】
　なお、式（１０）、（１１）における（１／ｋπ）は、フーリエ係数と同様に、相関値
の一致度を調整するための係数である。式（１０）、（１１）の２式から得られる全体相
関値Ｅruvの大きさ｜Ｅruv｜は、式（１２）に示すように、相関値Ｅsinと相関値Ｅcosと
の２乗和の平方根の実効値（｜Ｅuv｜／２＾（１／２））として求められる。また、全体
相関値Ｅruvの位相φは、式（１３）に示すように、相関値Ｅsinを相関値Ｅcosで除算し
た値のarctanとして求められる。
【００４０】
　ところで、上述した減衰指数関数η（ｎ）の減衰係数αは、変数である。そこで、変数
の値を変化させて上述した全体相関値Ｅruvの大きさ｜Ｅruv｜の値の変化を求めると、図
５に示すように変化し、全体相関値Ｅruvの大きさ｜Ｅruv｜が最大となる減衰係数αの最
適値（最適減衰係数）αmaxを有する。図５では、最適減衰係数αmaxは、減衰係数αが２
～３の間に存在する。例えば、最適減衰係数αmaxは、２．５である。なお、減衰係数α
が最大値近傍では、減衰係数αの値の変化が少ないので、ノイズによる誤検出を避けるた
め、減衰係数αを移動平均した値としている。減衰係数αが最適減衰係数αmaxのときの
減衰指数関数η（ｎ）は、相関誘起電圧Ｖuvの時間変化に最も相関するものであると言え
る。このようにして、減衰量決定部１２は、最適減衰係数αmaxを決定する。
【００４１】
　次に、補正部１３は、最適減衰係数αmaxを有した最適減衰指数関数ηα（ｎ）を用い
て、計測した相関誘起電圧Ｖuvを、フリーラン状態後の回転子３０の減速がないものとし
た相関誘起電圧Ｖuvに戻すための逆変換を行うため、回転子３０の電気角角速度ωeの減
速に対応する時系列のサンプリング時点ｔ（ｎ）を、回転子３０が減速しない状態に補正
した補正サンプリング時点ｔ´（ｎ）を求め、さらに補正サンプリング時点ｔ´（ｎ）に
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おける補正相間誘起電圧Ｖuv´（ｎ）及び補正回転角度θ´（ｎ）を算出する。
【００４２】
　補正サンプリング時点ｔ´（ｎ）は、次式（１４）で表すことができる。
　ｔ´（ｎ）＝ｔ´（ｎ－１）＋｛ｔ（ｎ）－ｔ（ｎ－１）｝×ηα（ｎ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（１４）
　また、補正相間誘起電圧Ｖuv´（ｎ）は、次式（１５）で表すことができる。
　Ｖuv´（ｎ）＝Ｖuv（ｎ）／ηα（ｎ）　　　　　　　　　　　　　…（１５）
　さらに、補正サンプリング時点間隔時間（ｔ´（ｎ）－ｔ´（ｎ－１））における補正
電気角差Δθ´（ｎ）は、次式（１６）で表すことができる。
　Δθ´（ｎ）＝ωe×｛（ｔ´（ｎ）－ｔ´（ｎ－１））｝　　　　…（１６）
　また、補正サンプリング時刻ｔ´（ｎ）での補正回転角度θ´（ｎ）は、次式（１７）
で表すことができる。
　θ´（ｎ）＝ωe（０）×ｔ´（ｎ）　　　　　　　　　　　　　　…（１７）
【００４３】
　次に、補正誘起電圧振幅値算出部１４は、補正回転角度θ´（ｎ）を変数とする基本波
三角関数に補正相間誘起電圧Ｖuv´（ｎ）を乗算した相関処理によって求められた相関値
をもとに補正相間誘起電圧実効値Ｅ´ruvを算出する。
【００４４】
　すなわち、補正誘起電圧振幅値算出部１４は、まず、次式（１８）、（１９）に示すよ
うに、補正回転角度θ´（ｎ）を用いて、補正サンプリング時点ｔ´（ｎ）での三角関数
の基本波正弦成分である補正正弦波関数Ｓ（ｎ）と基本波余弦成分である補正余弦波関数
Ｃ（ｎ）とを生成する。
　Ｓ（ｎ）＝sin｛θ´（ｎ）｝　　　　　［０≦θ´（ｎ）≦２ｋπ］
　Ｓ（ｎ）＝０　　　　　　　　　　　　 ［θ´（ｎ）＞２ｋπ］　　　…（１８）
　Ｃ（ｎ）＝cos｛θ´（ｎ）｝　　　　　［０≦θ´（ｎ）≦２ｋπ］
　Ｃ（ｎ）＝０　　　　　　　　　　　　 ［θ´（ｎ）＞２ｋπ］　　　…（１９）
ただし、ｋは、電気角周期数であり、サンプリング数ｍを超えない周期数である。
【００４５】
　さらに、式（２０）、（２１）に示すように、補正相関誘起電圧Ｖ´uvと補正正弦波関
数Ｓ（ｎ）との相関処理、及び補正相関誘起電圧Ｖ´uvと補正余弦波関数Ｃ（ｎ）との相
関処理を行って、それぞれの相関値Ｅ´sin，Ｅ´cosを求める。
【数５】

【数６】

【００４６】
　そして、補正相関誘起電圧Ｖ´uvと補正正弦波関数Ｓ（ｎ）との相関値Ｅ´sinと、補
正相関誘起電圧Ｖ´uvと補正余弦波関数Ｃη（ｎ）との相関値Ｅ´cosとを用いた次式（
２２）、（２３）によって、全体相関値Ｅ´uvの大きさ｜Ｅ´uv｜と位相φ´とがそれぞ
れ求められる。

【数７】
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【数８】

この場合における全体相関値Ｅ´ruvの大きさ｜Ｅ´ruv｜は、式（２２）に示すように、
相関値Ｅ´sinと相関値Ｅ´cosとの２乗和の平方根の実効値（｜Ｅ´uv｜／２＾（１／２
））として求められる。また、全体相関値Ｅ´ruvの位相φ´は、式（１３）に示すよう
に、相関値Ｅ´sinを相関値Ｅ´cosで除算した値のarctanとして求められる。図６は、補
正相間誘起電圧Ｖ´uvと、式（２２）の大きさ｜Ｅ´ruv｜（実効値）と式（２３）の位
相を有した基本波の三角関数ｆとの関係を示す図である。式（２０）、（２１）に示した
相関処理によって、図６に示すように、補正相間誘起電圧Ｖ´uvから基本波成分の補正相
間誘起電圧Ｖ´uv1が抽出されたことになる。すなわち、全体相関値Ｅ´ruvの大きさ｜Ｅ
´ruv｜は、補正相間誘起電圧Ｖ´uv1の実効値であって、補正相間誘起電圧Ｖ´uvから基
本波成分を抽出した値に相当する。
【００４７】
　鎖交磁束量算出部１５は、補正誘起電圧振幅値算出部１４によって算出された補正相間
誘起電圧実効値Ｅ´ruvをフリーラン状態開始時の電気角角速度ωe（０）で除算した値を
電動機ＭＯの鎖交磁束量として算出する。すなわち、式（１）の相関誘起電圧Ｅruvを補
正相間誘起電圧実効値Ｅ´ruvとし、電気角角速度ωeを電気角角速度ωe（０）として、
鎖交磁束実効量Ψreを求める。電動機制御装置１による制御は、相間誘起電圧の基本波成
分の値と実効値とを用いて制御する場合が多く、上述した鎖交磁束実効量Ψreは、そのま
ま制御量として用いることができるので好適である。
【００４８】
　入出力部１６は、タッチパネルなどによって実現される入出力インターフェースである
。記憶部１７は、メモリやハードディスクによって実現される。鎖交磁束量算出部１５で
求められた鎖交磁束実効量Ψreは、記憶部１７に記憶される。また、鎖交磁束量算出部１
５で求められた鎖交磁束実効量Ψreは、入出力部１６から出力される。入出力部１６から
出力され、あるいは記憶部１７に記憶された鎖交磁束実効量Ψreは、その後、電動機制御
装置１内に設定される。
【００４９】
（鎖交磁束量測定処理）
　ここで、図７に示したフローチャートを参照して、鎖交磁束量測定装置１０による鎖交
磁束量測定処理手順について説明する。まず、誘起電圧測定部１１は、電動機ＭＯ内の回
転子３０が一定回転数Ｎで回転している状態から電動機ＭＯへの供給電力の停止によって
回転子３０をフリーラン状態に移行させる電力供給停止信号ＳＧの受信時点の電気角角速
度ωeを取得するとともに、電力供給停止信号ＳＧの受信時点からＵ相コイル３１とＶ相
コイル３２との間の相間誘起電圧Ｖuvを所定サンプリング周期Ｔsで測定する（ステップ
Ｓ１０１）。
【００５０】
　その後、減衰量決定部１２は、測定された相間誘起電圧Ｖuvの時間変化を指数関数的減
衰であるとして減衰係数αを変数とした減衰指数関数η（ｎ）を乗算した三角関数に相間
誘起電圧Ｖuv（ｎ）を乗算した相関処理によって求められた相関値が最大となるときの最
適減衰係数αmaxを決定する（ステップＳ１０２）。
【００５１】
　補正部１３は、最適減衰係数αmaxを有した最適減衰指数関数ηα（ｎ）を用いて、計
測した相関誘起電圧Ｖuvを、フリーラン状態後の回転子３０の減速がないものとした相関
誘起電圧Ｖuvに戻すための逆変換を行うため、回転子３０の電気角角速度ωeの減速に対
応する時系列のサンプリング時点ｔ（ｎ）を、回転子３０が減速しない状態に補正した補
正サンプリング時点ｔ´（ｎ）を求め、さらに補正サンプリング時点ｔ´（ｎ）における
補正相間誘起電圧Ｖuv´（ｎ）及び補正回転角度θ´（ｎ）を算出する（ステップＳ１０
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３）。
【００５２】
　補正誘起電圧振幅値算出部１４は、補正回転角度θ´（ｎ）を変数とする基本波三角関
数に補正相間誘起電圧Ｖuv´（ｎ）を乗算した相関処理によって求められた相関値をもと
に補正相間誘起電圧実効値Ｅ´ruvを算出する（ステップＳ１０４）。
【００５３】
　鎖交磁束量算出部１５は、補正誘起電圧振幅値算出部１４によって算出された補正相間
誘起電圧実効値Ｅ´ruvをフリーラン状態開始時の電気角角速度ωe（０）で除算した値を
電動機ＭＯの鎖交磁束量として算出し（ステップＳ１０５）、本処理を終了する。
【００５４】
　なお、上述した鎖交磁束量測定処理手順は、鎖交磁束量測定装置１０に実行させるプロ
グラムとして、記憶部１７に記憶され、制御部ＣＴによって読み出されることによって実
行される。そして、このプログラムは、インストール可能な形式または実行可能な形式の
ファイルデータでＣＤ－ＲＯＭ、フレキシブルディスク（ＦＤ）、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ（Di
gital　Versatile　Disk）、ＵＳＢ媒体、フラッシュメモリ等のコンピュータで読み取り
可能な記録媒体に記録されて提供される。
【００５５】
　また、鎖交磁束量測定装置１０に実行させるプログラムは、インターネット等のネット
ワークに接続されたコンピュータ上に格納し、ネットワーク経由でダウンロードさせるこ
とにより提供するように構成しても良い。さらに、鎖交磁束量測定装置１０に実行させる
プログラムをインターネット等のネットワーク経由で提供または配布するように構成して
も良い。
【００５６】
　上述した実施の形態では、コンプレッサなどに設けられる電動機ＭＯのように回転子３
０の回転軸が筐体外部に露出していない場合であっても、所定の処理手順や所定のプログ
ラムによって、フリーラン状態の電動機ＭＯの鎖交磁束量を自動的に測定することができ
る。したがって、測定者によって精度が左右されず、精度の高い測定が可能となる。特に
、実際に測定される相間誘起電圧には高周波成分が含まれており、目視では、基本波成分
の相間誘起電圧を精度高く測定することが困難である。
【００５７】
　また、上述した実施の形態では、相間誘起電圧の減衰関数として１次関数ではなく、減
衰指数関数を用いているので、測定結果を補正することで、精度の高い測定が可能となる
。特に、指数関数は、時点が０のときの値が１であるため、関数の正規化が容易となる。
【００５８】
　なお、上述した実施の形態で測定した鎖交磁束量の値は、外部の回転装置を用いて回転
子３０を回転させた場合と同程度の高い精度で得ることができた。
【００５９】
　なお、上述した実施の形態では、相間誘起電圧を検出し、検出した相間誘起電圧から永
久磁石電動機の鎖交磁束量を算出しているが、各相の誘起電圧を検出して、鎖交磁束量を
算出してもよい。
【００６０】
　また、上述した実施の形態では、誘起電圧測定部１１が永久磁石電動機の鎖交磁束量測
定装置１０に設けられているが、本発明はこれに限られず、例えば電動機制御装置１に誘
起電圧測定部１１が設けられていてもよい。この場合には、例えば回転子３０のフリーラ
ン状態への移行時の電気角角速度ωｅを電動機制御装置１で取得すると共に、フリーラン
状態への移行時点から誘起電圧測定部１１により電動機端子間の相関誘起電圧を測定して
、前記電気角角速度ωｅと誘起電圧とを電動機制御装置１に設けた記憶部で記憶しておく
とよい。この構成の場合には、電動機制御装置１の記憶部で記憶したデータを永久磁石電
動機の鎖交磁束量測定装置１０と送受信すればよいため、角速度や誘起電圧をリアルタイ
ムで送受信する必要がなくなる。また、電動機制御装置１と永久磁石電動機の鎖交磁束量
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定が可能となる。
【符号の説明】
【００６１】
　　１　電動機制御装置
　　２　電圧指令生成部
　　３　駆動部
　　４　電流検出部
　　５　位相／角速度検出部
　　６　非干渉化制御部
　　１０　永久磁石電動機の鎖交磁束量測定装置
　　１１　誘起電圧測定部
　　１２　減衰量決定部
　　１３　補正部
　　１４　補正誘起電圧振幅値算出部
　　１５　鎖交磁束量算出部
　　１６　入出力部
　　１７　記憶部
　　２０　電圧検出部
　　２１，２２　電圧検出センサ
　　３０　永久磁石回転子
　　３１　Ｕ相コイル
　　３２　Ｖ相コイル
　　３３　Ｗ相コイル
　　４１，４２　電流センサ
　　ＣＴ　制御部
　　ＭＯ　永久磁石電動機
　　ＳＧ　電力供給停止信号
　　Ｖdc　外部直流電圧
　　αmax　最適減衰係数
　　ωm　機械角角速度
　　ωm*　機械角角速度指令
　　ωe　電気角角速度
　　θe　回転角度
　　Ｉd，Ｉq，ｉu，ｉv　電流
　　Ｖd*　ｄ軸電圧指令値
　　Ｖq*　ｑ軸電圧指令値
　　Ｖu　U相電圧
　　Ｖv　Ｖ相電圧
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